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☆税関定員の年度別 当初査定状況 

年 度 年度当初定員（対前年度比） 認められた新規増員① 計画削減等によるもの② 差引（①－②） 

令和３年度 ９，９７１（＋１４５）※ 
３４２（要求は４４９） 

(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ庁への振替人員含む) 
１９２ 

＋１５０ 

(ﾃﾞｼﾞﾀﾙ庁への振替人員含む) 

令和２年度 ９，８２６（＋２０９）※ ４０１（要求は４５６） １９２ ＋２０９ 

令和元年度 ９，６１７（＋２３０）※ ３８０（要求は４２９） １７１ ＋２０９ 

平成30年度 ９，３８７（＋２０９）※ ３８３（要求は４３０） １７４ ＋２０９ 

※平成26～28、30年度において緊急増員があり、平成27年度から当初定員が、対前年度比6年連続純増を達成。 

☆級別定数の推移 

行（一）級別定数の推移 

 10級 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級 合計 （指定職） 

３年度 1 32 56 

 

192 

 

1,060 

 

1,792 1,608 2,111 1,220 1,671 9,743 9 

２年度 1 32 55 190 1,019 1,758 1,629 2,056 1,040 1,818 9,598 9 

増減 0 0 1 2 41 34 -21 55 180 -147 145 0 

行（二）級別定数の推移                                                             医（三）級別定数の推移 

 5級 4級 3級 2級 1級 合計   2級 合計 

３年度 6 14 55 0 0 75  ３年度 5 5 

２年度 6 14 55 0 0 75  ２年度 5 5 

増減 0 

 

0 

 

0 0 0 0 

 

 増減 0 0 

海（二）級別定数の推移                                海（一）級別定数の推移 

 6級 5級 4級 3級 2級 合計   4級 3級 2級 1級 合計 

３年度 3 45 30 9 

 

17 104  ３年度 9 16 10 0 35 

２年度 3 45 30 11 15 104  ２年度 9 16 10 0 35 

増減 0 0 0 -2 2 0  増減 0 0 0 0 0 
 

関
税
局
は
令
和
３
年
１
月
７
日
、「
令
和
３
年
度
税
関
関
係
予
算
の
概
要
」
を
明
ら
か
に
し
ま
し

た
。
そ
の
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

◎
予
算
総
額 

令
和
３
年
度
税
関
関
係
予
算
は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
、
１
億

14
百
万
円
増
（
0.1
％
増
）

の
１
，
０
９
１
億

12
百
万
円
。 

◎
経
費
の
内
訳 

人
件
費
は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
、
４
億

36
百
万
円
増
（

0.6
％
増
）
の

714
億

93
百
万

円
、
物
件
費
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
、
３
億
22
百
万
円
減
（

0.8
％
減
）
の

376

億
２
千
万
円
、
う
ち
治
安
対
策
経
費
に
つ
い
て
は
、
取
締
・
検
査
機
器
整
備
等
の
確
保
に
重
点

を
お
い
た
結
果
、
前
年
度
当
初
予
算
に
対
し
、
１
億

14
百
万
円
増
（

0.8
％
増
）
の

146
億

43
百

万
円
。 

◎
定
員 

 
 

新
規
増
員
が
342
人
（
当
局
が
要
求
し
た
人
数
は

449
人
）
、
定
員
合
理
化
減
は

192
人
、
こ
の
結

果
、
150
人
の
純
増
と
な
り
（
デ
ジ
タ
ル
庁
へ
の
振
替
人
員
５
名
を
含
む
）
、
税
関
職
員
の
定
員
は
、

９
，
９
７
１
人
と
な
る
見
込
み
。
新
規
増
員
の
内
訳
は
、
観
光
立
国
実
現
に
向
け
た
計
画
的
な

体
制
整
備
の
た
め
の
増

165
人
、
テ
ロ
対
策
を
含
む
治
安
の
た
め
の
水
際
取
締
体
制
整
備
の
た
め

の
増
83
人
、
出
国
者
の
携
帯
貨
物
等
に
対
す
る
取
締
体
制
整
備
の
た
め
の
増

64
人
、
国
内
企
業

の
経
済
連
携
協
定
活
用
支
援
な
ど
を
通
じ
た
貿
易
環
境
整
備
の
た
め
の
増
な
ど

30
人
。 

◎
級
別
定
数
及
び
機
構
（
前
年
度
単
純
比
較
） 

機
構
に
つ
い
て
は
、
沖
縄
地
区
税
関
に
お
け
る
４
部
の
設
置
、
統
括
官
以
上
の
機
構
が

10
純

増
。
級
別
定
数
に
つ
い
て
は
、
下
記
「
級
別
定
数
の
推
移
」
参
照
。 

令
和
３
年
度
税
関
関
係
予
算
概
要 

税
関
職
員
の
定
員
確
保
や
級
別
定
数
増
、
予
算
確
保
の
た
め
、
関
税
局
長
交
渉
を
は
じ
め
、
国
会
議
員

へ
の
要
請
行
動
や
人
事
院
・
内
閣
人
事
局
と
の
交
渉
な
ど
に
取
り
組
ん
で
き
た
結
果
、
令
和
３
年
度
は
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
に
よ
り
例
年
に
も
増
し
て
非
常
に
厳
し
い
行
財
政
事
情
の
中
、
税
関
定
員
は
150

人
の
純
増
、
予
算
は
、
対
前
年
度
比
0.1
％
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
※
デ
ジ
タ
ル
庁
へ
の
振
替
人
員
５
名
を
含
む
） 

機
構
に
つ
い
て
は
、
沖
縄
地
区
税
関
に
お
け
る
４
部
の
設
置
が
な
さ
れ
、
統
括
官
以
上
の
機
構
が
10
の

純
増
と
な
り
ま
し
た
。
級
別
定
数
に
つ
い
て
は
、
４
級
が
21
減
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、
８
級
が
１
増
、

７
級
が
２
増
、
６
級
が
41
増
、
５
級
が
34
増
と
、
実
状
４
級
か
ら
の
上
位
級
へ
の
大
幅
な
引
上
げ
が
実
現

さ
れ
、
長
年
の
懸
案
事
項
で
あ
る
世
代
間
の
公
平
性
、
以
降
の
採
用
者
の
処
遇
停
滞
回
避
に
向
か
っ
て
大

き
く
前
進
し
ま
し
た
！ 

こ
れ
ら
は
我
々
税
関
労
組
が
長
年
粘
り
強
く
交
渉
し
、
我
々
組
合
員
の
実
情
を
当
局
が
理
解
し
、
働
き

か
け
て
く
れ
た
結
果
だ
と
言
え
ま
す
。 

ま
た
、
税
関
予
算
と
は
別
に
、
国
際
観
光
旅
客
税
財
源
予
算
が
約
５
億
３
千
万
円
と
な
っ
て
お
り
ま
す

が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
税
関
検
査
場
電
子
申
告
ゲ
ー
ト
（
Ｅ
ゲ
ー
ト
）
の
管
理
運
営
費
及
び
携
帯
品
申
告

書
の
Web
化
対
応
経
費
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。 

税
関
労
組
と
し
て
は
、
594
人
の
定
員
増
を
要
求
し
て
い
た
こ
と
等
、
要
求
事
項
全
て
が
実
現
し
た
訳
で

は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
今
回
大
き
く
前
進
し
た
、
こ
の
結
果
を
し
っ
か
り
と
分
析
し
、
引
き
続
き
定
員
の
確

保
と
職
員
の
処
遇
改
善
に
向
け
、
取
り
組
み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。 
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税 関 定 員 、 過 去 最 多 の ９ ， ９ ７ １ 人 と な る ！ 
～ 1 5 0 名 の 純 増 ！ 更 に 上 位 級 の 大 幅 増 ～ 
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☆行政経費関係 （令和２年度予算額は当初予算額） （物件費の内訳は主な項目を抜粋）    （単位:千円） 

区     分 令和３年度 令和２年度 増  減 対元年度増減比（％） 

税 関 予 算 合 計 １０９，１１２，４１０ １０８，９９８，５７５ １１３，８３５ ０．１ 

  
人   件   費 ７１，４９２，６７９ ７１，０５６，５４５ ４３６，１３４ ０．６ 

物  件  費 ３７，６１９，７３１ ３７，９４２，０３０ －３２２，２９９ －０．８ 

  

主

な

も

の 

税関施設整備に必要な費用 ３７３，７１５ ２２４，９８１ １４８，７３４ ６６．１ 

  輸出入貨物通関及び関税等徴収経費 １４，８０９，９０３ １５，７８２，８４４ －９７２，９４１ －６．２ 

 監視取締経費 １１，０６５，５７７ １０，８８３，０１８ １８２，５５９ １．７ 

   埠頭監視カメラ整備等経費 ２，９６８，８７９ ２，９５０，８２８ １８，０５１ ０．６ 

  監視艇整備運航経費 １，４３６，１７５ １，３２０，４８８ １１５，６８７ ８．８ 

  船舶建造費 ８４８，８４９ １，１２２，４０５ －２７３，５５６ －２４．４ 

☆機  構  関  係（内訳の部署で、数の記載がないものは全て１の増減） 

機構名 増減 増 減 

地区税関部長 ４ 総務部（沖）、監視部（沖）、業務部（沖）、調査部（沖） － 

地区税関次長 －４ － 総務部門（沖）、監視部門（沖）、業務部門（沖）、調査部門（沖） 

支署 ０ 釜石（函）、岡山空港（神）、広島空港（神）、高松空港（神） 宮古（函）、宇野（神）、呉（神）、今治（神） 

出張所 １ 
宮古（函）、宇野（神）、片上（神）、呉（神）、今治（神） 

比田勝（門）、北九州空港（門） 

釜石（函）、岡山空港（神）、片上（神）、広島空港（神）、 

因島（神）、高松空港（神） 

監視署 －１ － 比田勝（門） 

署所次長 ２ 中部空港（名）、中部外郵（名） － 

課 ０ 総務部（沖）３、監視部（沖）、業務部（沖）２、調査部（沖）２ 
総務部門（沖）３、監視部門（沖）、業務部門（沖）２、 

調査部門（沖）２ 

室 ０ 監視部（沖） 監視部門（沖） 

企画調整官 ０ 総務部（沖） 総務部門（沖） 

システム企画調整官 ０ 総務部（沖） 総務部門（沖） 

税関広報広聴官 ０ 総務部（沖） 総務部門（沖） 

税関考査官 －１ 総務部（沖） 総務部（函）※①、総務部門（沖） 

税関監察官 ０ 総務部（沖） 総務部門（沖） 

統括監視官 １ 

監視部（大、神３、沖５）、成田（東）、岡山空港（神）２、 

広島空港（神）２、高松空港（神）２、宇野（神）、厳原（門司）

佐世保（長） 

監視部（門）、監視部門（沖）５、宇野（神）、呉（神）、六甲

アイランド（神）、ポートアイランド（神）、岡山空港（神）２ 

広島空港（神）２、高松空港（神）２、厳原（門） 

保税地域監督官 １ 監視部（門、沖） 監視部門（沖） 

密輸対策管理官 ０ 監視部（沖） 監視部門（沖） 

特定貨物検査官 ０ 監視部（沖[兼]）、今治（神[兼]） 監視部門（沖[兼]）、今治（神[兼]） 

統括審査官 -３ 業務部（函、沖３）、広島空港（神）、ポートアイランド（神） 
業務部門（沖）３、大井（東）、大黒埠頭（横）、中部空港（名） 

宇野（神）、ポートアイランド（神）、広島空港（神） 

特別審査官 －１ 業務部（沖[兼]）２ 業務部（名）、業務部門（沖[兼]）２ 

通関業監督官 ０ 業務部（沖） 業務部門（沖） 

税関訟務官 －１ － 業務部（門[兼]）※② 

関税鑑査官 ２ 業務部（神２、沖） 業務部門（沖） 

首席原産地調査官 １ 業務部（名） － 

原産地調査官 １ 業務部（神、沖） 業務部門（沖） 

認定事業者管理官 ０ 業務部（沖[兼]） 業務部門（沖[兼]） 

知的財産調査官 １ 業務部（沖[兼]）、中部空港（名） 業務部門（沖[兼]） 

関税評価官 ０ 業務部（沖[兼]） 業務部門（沖[兼]） 

統括調査官 ０ 調査部（沖） 調査部門（沖） 

統括審理官 ４ 調査部（横、沖２）、成田（東）２、羽田（東） 調査部門（沖）２ 

特別審理官 １ 調査部（沖）、成田（東） 調査部門（沖） 

情報管理官 ０ 調査部（沖）２ 調査部門（沖）２ 

上席監視官 ２８ 監視部２８、署所５５ 監視部１４、監視部門１７、署所２４ 

上席審査官 ７ 業務部１４、署所６ 業務部３、業務部門４、署所６ 

上席調査官 １３ 監視部３、業務部６、調査部８、署所２ 監視部門１、業務部門１、調査部門４、 

上席審理官 ７ 調査部８、署所６ 調査部４、調査部門３ 

実務指導官 －１ － 総務部 

課長補佐 ３ 総務部６、監視部、業務部２、調査部３ 
総務部門４、監視部門１、業務部門２、調査部門１ 

本牧埠頭１ 

会計監査官 ０ 総務部 総務部門 

係 ０ 総務部１０、監視部２、業務部３、調査部２ 総務部門１０、監視部門２、業務部門３、調査部門２ 

監視官 －５１ 監視部６４、署所２７ 監視部３９、監視部門４３、署所６０ 

審査官 －３３ 業務部２４、署所２ 業務部２２、業務部門６、署所３１ 

分析官 ２ 業務部３ 業務部門１ 

調査官 －５ 総務部３、監視部１、業務部３、調査部８、署所４ 業務部２、調査部１３、総務部門２、監視部門１、調査部門６ 

審理官 １ 調査部１０、署所４ 調査部４、調査部門９、 

主任 ４ 総務部７、調査部 総務部門３、調査部門 

合 計 ： 増４１４、減４３１ 

統括官以上の機構： 純増１０ 

※①②は統括官以上の機構人員の増減には含まず。 


